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第１章 天空率(法第 56 条)運用基準及び具体の審査に係る検討 

１－１ 検討の主旨・目的 

１．昨年度の到達点 

昨年度の検討において天空率の運用基準の統一を図る中で、仕様規定（法５６条で天空率に関連

するもの）の統一も必要であるという部会での意見を踏まえ、昨年度「法５６条に係る統一的運用

基準」として「日本建築行政会議（旧ＪＣＢＯ、現ＪＣＢＡ）市街地部会での運用に係る統一的見

解」を取りまとめたところである。 

また、天空率規制を活用した建築物の設計や、建築確認等の審査に当たっては、天空率ソフトウ

ェアを使用することも多く、再度情報提供が必要との部会での意見を踏まえ、検討を行った。その

検討過程において、天空率の算出に当たり、ソフト間及び建築基準法施行規則に規定されている審

査方法の誤差を少なくするための対応策についても検討を行った。これらを昨年度「天空率の算出

に係る審査基準の明確化について」としてとりまとめたところである。 

 

２．今年度における検討の主旨・目的 

昨年度、運用基準の統一については一定の成果に到達したところであるが、特定行政庁の現行の

運用に支障を生じない範囲での検討に留まったことや、天空率規制に関して、法解釈そのものの議

論の必要性も把握しつつ議論に踏み込めなかった。今年度はこれらの課題を踏まえて検討を行った。 
 
１－２ 具体的な検討テーマ 

 昨年度、運用基準の統一については一定の成果に到達したところであるが、特定行政庁の現行の

運用に支障を生じない範囲での検討に留まったことや、天空率規制に関して、法解釈そのものの議

論の必要性も把握しつつ議論に踏み込めなかったことを踏まえ、今年度は以下のテーマが課題であ

る。 

 

１．昨年度の積み残し検討課題 

（１） 運用基準の統一に係る検討 

１）法解釈上の問題点 

 
① ２以上の道路における令１３２条の区域区分 

・広幅員道路側からの区域区分の必要性、認識及び解釈の不徹底による運用の不統一 等 

② 地盤面と道路に高低差がある場合や、複数地盤面の取扱い 

・過年度の検討では隣地境界線のみで、道路境界線の検討がなされていない 

※日本建築行政会議 市街地部会 H18 年度の成果公表が必要（指針集での掲載で対応？） 

③ 天空率の算定対象となる建築物の範囲 

・樋（とい）や換気口等、日影規制でも算入対象としていないものの取扱い 

・建築物の算入対象はどこまでか 

④ 算定位置の回り込み処理等の取扱い ※当初想定していなかった事項 

・厳密には法に規定される位置にない 

・敷地形状によっては算定位置が敷地内に入り込む 
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２）審査上の問題点 

 

⑤ 斜線制限をクリアしている境界線における審査の簡略化 

・現状では天空率を適用する場合、全ての境界線での天空率の検証が必要 

⑥ 全算定位置の天空図が必要か 

・運用で求めている特定行政庁が多いが、施行規則では求められていない 

・大きさの規定もなく、詳細を読みとることは不可能 

⑦ 安全率の設定 

・最も採用されている 0.02%の他、0.1%や 0.2%等に運用が分かれている 

 

 

（２）天空率の算出に係る審査基準の明確化 

１）規則による「三斜求積法」による算出結果の誤差を小さくするために必要な事項 

 

⑧ 多角形近似を行う際の、分割角度の指定・統一 

・10 度で運用しているケースが多いが、特定行政庁ごとに異なる 

・計画建築物の分割角度は、形態の複雑さから一様に決められないのでは？ 

⑨ 多角形近似を行う際の、内接／外接の指定、統一 

・適合建築物は外接（天空率が大きめに出る）、計画建築物は内接（天空率が小さめに出る） 
⑩ 小数点以下の丸めの方法を指定、統一 

・適合建築物：切り上げ、計画建築物：切り捨て（安全側に審査するため） 

・計算課程の途中段階でも処理を行うのか、最終的な計算結果のみ処理を行うのか 等 

 

 

２）天空率ソフトウェア間の誤差を小さくするために必要な事項 

 

⑪ プログラム上の算出方法を統一 

・算出方法を統一するのが最良の方法である（精算法等）。 
⑫ 天空率算出に係るプログラムの共有化 

・共通のライブラリ（可能であれば、認定仕様）を作成する。また、テストケースの算出

結果について何十パターンか事例を用意し、新規ソフトウェアの適合性を判断する。 
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２．今年度の検討事項 

 
 今年度、ＪＣＢＡ（日本建築行政会議）基準総則部会と市街地部会により組織される用語の編集委

員会において、「（仮称）総則・集団規定運用指針集」の出版を予定している。これには、天空率規制

の方針も示され、建築主や設計者等に広く周知する予定となっている。 

 基本的には過年度までに取りまとめた成果について、掲載可能なものを選択することになるが、前

ページのような昨年度の積み残し課題についても、早期に結論の出せそうな事項は先に検討を行い、

運用指針集の出版に間に合わせることとした。 
 
（１）優先的検討事項：短時間で結論が導け、かつ、行政との調整も迅速な事項 

※枠内の丸囲み数字は、１．積み残し課題の番号に対応 
 

●天空率の算出に係る審査基準の明確化（三斜求積） 

⑧ 多角形近似を行う際の、分割角度の指定・統一 
⑨ 多角形近似を行う際の、内接／外接の指定、統一 
⑩ 小数点以下の丸めの方法を指定、統一 

 
●審査上の問題点  ※運用基準統一事項関連 

⑦ 安全率の設定：０.０２％とするのか、それ以外の数値基準か 
 

 
 その他の検討事項についても検討を行い、今年度末までに結論の出せるものは行政との調整の上、

方針を確定した。対外的に出せると判断した事項については、その発信方法等について検討を行った。

また、対外的発信が難しい事項についても、取りまとめが可能な事項については、市街地部会での指

針として報告書に取りまとめることとした。 
 
（２）その他検討事項：今年度末までに検討を行った事項（例） 
 

●法解釈上の問題点  ※運用基準統一関連 

① ２以上の道路における令１３２条の区域区分 等 

② 地盤面と道路に高低差がある場合や、複数地盤面の取扱い 

③ 天空率の算定対象となる建築物の範囲 

④ 算定位置の回り込み処理等の取扱い  ※当初想定していなかった事項 

 

●審査上の問題点 

⑤ 斜線制限をクリアしている境界線における審査の簡略化 

⑥ 全算定位置の天空図の必要の是非 

 

●天空率ソフトウェア間の誤差の解消 ※必要であれば 

⑪ プログラム上の算出方法を統一 
⑫ 天空率算出に係るプログラムの共有化 
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１－３ 今年度の検討体制及びスケジュール 

１．「天空率検討小委員会」（行政）、「天空率検討会」（ベンダー）の設置について 

ＪＣＢＡの参加者や作業班のみでは、審査の際に活用されている各種天空率ソフトウエアの特性、

誤差等の現状や、管轄の異なる行政庁間で運用が異なること等による問題点を必ずしも把握してい

ない。一方、ソフトウェア開発を行う天空率ソフトウェアベンダーは、開発に当たり特定行政庁の

運用基準の違いや法律上の問題点、及びユーザーである設計者側から見た課題・問題点も把握して

いるものと思われる。そこで、ベンダーとの協力による検討が効果的である。 

以上のような問題意識から、第１回部会・分科会合同会議において、天空率分科会の下に天空率

検討小委員会（行政）、天空率検討会（ベンダー）を設置することが昨年度に引き続き承認された。 

昨年度は行政ＷＧと検討会（ベンダー）の２つのワーキングを設置し、それぞれの立場で役割を

分担し検討を進めてきたが、それぞれのＷＧで議論を重ねつつ、検討の方向性が見えた段階で、行

政とベンダー双方の出席による意見交換を重ねた。 

 

■小委員会と検討会の検討体制（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

天空率検討会については、基本的にはベンダー各社と作業班での検討を主体に行うが、法解釈の

問題等行政との調整が必要な検討事項も多いと想定されることから、ある程度議論が進んだ段階で、

ベンダー及び部会・分科会員（行政）の代表数名による「小委員会」を設定した。なお、国交省に

も可能な範囲で議論に加わっていただいた。 

小委員会において意見交換を行い、運用基準等の方針を固め、部会・分科会での議題とした。な

お、今年度の検討成果についても、一部内容を「（仮称）総則・集団規定運用指針集」にも反映さ

せた。 

 

＊必要に応じ 

特定行政庁 

指定確認機関 
 

実務に精通する部会 

・分科会員等で構成し

集中討議 

部会・分科会員 

特定行政庁等 
国土交通省 

市街地建築課 

意見交換・ 作業協力等 

＊適宜、アンケート・ヒアリング等を実施 
・特定行政庁：運用実績のある行政庁 
・ベンダー ：各社 

天空率分科会 

ベンダー各社 

 
首都圏のベンダーに

絞り込み集中討議 

作業班 

意見交換・ 等 

天空率検討会 

天空率分科会小委員会（両部会の代表数名による方針検討） 

代表数名 選出 代表数名 選出 
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２．両ＷＧにおける具体の検討事項について 

（１）天空率分科会（行政） 

 天空率分科会（行政）では、行政の最終的な判断が必要になる天空率規制に係る問題点（法解釈

等）について検討を行った。 
 
１）天空率と法５６条の関係に係る整理 

・法第５６条「本文」の運用基準とするのか、法第５６条「第７項」のみの運用基準として、本文

とは切り離すのか。以下の２つの観点から、ＷＧでの議論を重ねた。 
（例）斜線の回り込み：回り込みに対応した算定位置は、角部を軸に円弧状に算定位置を仮想的

に配置したものであり、「前面道路の反対側の境界線」旨の規定に正確に合致していない。 
 

 ① 仕様規定を元に導き出した運用基準（回り込みを運用基準とする特定行政庁も多い） 

 ② 第７項における考え方とする（本文とは切り離して整理） 
（仕様規定と合致しないため、あくまで天空率(7 項)の審査のための考え方） 

 
例として挙げた算定位置のような、第７項単独の規定がある一方で、道路高さ制限の隣地また

ぎの問題のように、仕様規定の運用が分かれているため、仕様規定を元に基準を策定できない規

定もある。これらの項目については「第７項における考え方」と整理することが適当である。 
しかし、後退距離に関する令 130 条の 12 の適用についてなど、仕様規定と同様の取扱いとし

て支障がない項目も一部にあり、必ずしも天空率の運用基準が本文と完全に切り離したものでは

ないのが現状である。 
以上を考慮した上で、分科会では②の考え方にもとづいて検討を行った。 

 

２）法解釈上の問題点等に係る検討 

法解釈上の問題点については昨年度から指摘があったが、具体的な議論には至らなかったため、

今年度において検討を行い、方針を見極める。その際、検討会からの問題提起も参考とした。 
 

 

（２）天空率検討会（天空率ソフトウェアベンダーによるＷＧ） 

 ベンダーの集まる当ＷＧにおいては、審査上の問題点や、天空率の算出結果の誤差の解消に係る

検討とともに、法解釈上の問題点の提起を行い、小委員会での議題とした。 

 

１）法解釈上の問題点等に係る検討（小委員会と同様） 

昨年度も、ベンダー側から法解釈上の問題点を指摘いただいたが、検討に至らなかった。今年

度は検討し、問題点を検討会でとりまとめるとともに、小委員会での議題とし、さらに合同ＷＧ

で意見交換を行った。 
２）審査上の問題点に係る検討 

議論を重ね、審査の合理化が可能な事項については方針を提示し、審査の省力化に寄与するこ

ととした。 

３）天空率の算出に係る審査基準の明確化 

「三斜求積法」による算出結果の誤差を小さくするための方策に係る検討を行った。 
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３．天空率に係る各会の検討スケジュール 

 

 市街地部会・分科会 
天空率検討会 
（ベンダー） 

天空率分科会 

（行政） 

「総則・集団規定運用

指針集」関連 

６

月 

第 1 回 部会・分科会

合同開催（6/30） 
 

 ・作業部会 
・第 1回編集委員会 
※編集・検討項目の確定 

７

月 
 

第１回検討会（7.31） 

・趣旨説明等 

 
合同ＷＧ 

８

月 

 事前会議 
(8/11) 

第 2回編集委員会 

９

月 

第 2回分科会（9/25） 

・優先的検討事項に係

る検討 

第２回検討会（8.20） 

●「優先的検討事項」の検討 

・全国会議への確認事項の確定 

・三斜求積の誤差解消 

・安全率 

 

 

10

月 

第 2回部会（10/8） 

・分科会検討報告 

全国大会原稿締切 

（10/10） 

●「その他検討事項」の検討 

・法解釈上の問題点 

・審査上の問題 

 

作業部会(10/24) 

11

月 

全国会議（中間報告） 
※（仮称）総則・集団規

定運用指針集への記載

事項の承認 

●第１回小委員会（11/12） 
・優先的検討事項の再確認 
・後期に向けた検討方針について 
・法解釈上の問題点に係る認識の共有化 

第 3回編集委員会 
(11/21) 

12

月 
 

 作業部会 
(12/12,15) 

１

月 
 

・シミュレーション作業 

・問題点の再整理  
 

２

月 

第 3回分科会(2/23) 

（確認事項） 

・運用指針関連項目 

・その他事項取扱い 

●第２回小委員会（2/10） 
・第１回の方針等を受けた検討 
・運用指針関連事項の検討 
・法解釈上の問題点の検討 
・検討成果の取扱い等 

作業部会 
(2/6,9,10) 
合同ＷＧ(2/20) 

３

月 

第 3回部会(3/3) 

・検討成果の最終確認 

・最終とりまとめ 

  企画委員会(3/4) 
・現状報告 
国の監修締切(3/13) 
第 4回編集委員会 
(3/18) 

４

月 
 

  企画委員会(4/10) 
・原稿の最終確認 
JCBA 部会長会議 
(4/27) 
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４．平成２０年度  天空率検討会 名簿 

今年度設置した「天空率検討会」には、下記の１１ソフトウェアベンダー（天空率計算ソフト制作

会社・開発者）に参加いただき、アンケート・ヒアリング及びシミュレーション作業等に係る協力を

いただいた。 

 

会社名 

（天空率計算ソフト） 

職 名 氏 名 TEL,FAX,HPアドレス 住所 

アルスデザインアソシ

エイツ 

（PF1） 

取締役社長 鳥巣 元太 TEL: 03-3432-9972 
FAX: 03-3432-9962 
HP:www.ars-design-associates.com 

〒105-0012 

東京都港区芝大門

1-10-1 全国たばこビ

ル BF 

インフォマティクス 

（Micro 日影/MicroGDS） 

チームリー

ダー 
野村 典弘 TEL: 044-520-0850 

FAX: 044-520-0845 
HP: www.informatix.co.jp 

〒212-8554 

川崎市幸区大宮町

1310 ミューザ川崎セ

ントラルタワー27F 

エーアンドエー 

（VectorWorks） 

上席研究員 木村 謙 TEL: 03-3518-0554 
FAX: 03-3518-0122 
HP: www.aanda.co.jp 

〒101-0062 

東京都千代田区神田

駿河台 2-3-15 A&A 

駿河台ビルディング 

エシェンツ・ジャパン 

（NICE企画設計） 

部 長 松葉 久 TEL: 06-6535-4270 
FAX: 06-6532-2074 
HP: www.essenz.co.jp 

〒550-0005 

大阪市西区西本町

1-7-21 

建築ピボット 

(LAB-S1・LAB-SKY 

/DRA-CAD7) 

シニアアー

キテクト 

谷道 哲也 

 

宮崎 隆弘 

TEL: 03-3268-7763 
FAX: 03-3268-7764 
HP: www.pivot.co.jp 

〒112-0014 

東京都文京区関口

1-24-8 東宝江戸川橋

ビル 

コミュニケーションシ

ステム 

（TP-PLANNER） 

代表取締役 比嘉 昇秀 

 

鈴木 剛 

TEL: 03-3207-8211 
FAX: 03-3207-8212 
HP: www.com-sys.co.jp 

〒169-0075 

東京都新宿区高田馬

場 2-14-5 

生活産業研究所 

（ADS-win） 

代表取締役 菅原 潤一 TEL: 03-5723-6460 
FAX: 03-5723-6455 
HP: www.tokyo.epcot.co.jp 

〒153-0043 

東京都目黒区東山

1-6-7 フォーラム中

目黒ビル 

大建情報システム 

（Model Planner） 

技術課長 渥美 雅文 TEL: 03-3847-1234 
FAX: 03-3847-1166 
HP: www.daiken-system.co.jp 

〒111-0042 

東 京 都 台 東 区 寿

3-14-11ＦＫビル 

福井コンピュータ 

（ARCHITREND Z） 

チーフ 佐野 十志哉 TEL: 0776-67-8100 
FAX: 0776-67-8148 
HP: www1.fukuicompu.co.jp 

〒910-0297 

福井県坂井市丸岡町

磯部福庄 5-6 

ＧＳＡ（Building Shadow 

Calculation） 

代表取締役 堀池 圭介 TEL: 03-5842-4565 
FAX: 03-5842-4566 
HP: www.gsa-network.com 

〒112-0005 

東京都文京区水道

1-4-6 

（Ｊｗ_ｃａｄ） Jw_cad作者 清水 治郎 HP: www.jwcad.net － 
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１－４ 「優先的検討事項」に係る検討 

１．「優先的検討事項」に係る運用基準（作業班による案）に対する意見 

第１回天空率検討会（08.7.31）において、優先的検討事項について作業班が提示した案（実線内）

について、ベンダー各社から以下のような意見をいただき、点線内（各項目の一番下）のような事

項が課題となった。 
 
（１）天空率の算出に係る審査基準の明確化（三斜求積法における処理について） 

※枠内の丸囲み数字は、１－２ １．積み残し課題の番号に対応 
⑧ 多角形近似を行う際の、分割角度の指定・統一 

 

・分割角度は、最大で１０度とする 

 
【意見】 

・最大で 10 度というのは異議なし。ただ「10 度以内で均等に分割」ということは一概にはでき

ない。（インフォマティクス） 

・“東京のまちづくり情報”の“天空率の審査方法”にて提言されていた内容で、殆どのベンダー

は対応できており問題ない。（生活産業） 

・問題ない。（福井コンピュータ） 

・最大角度は各ベンダーとも遵守すると思うが、角度を小さくするほど計画建物に有利となるた

め、逆に角度を極端に小さくする者が現れる懸念がある（例えば角度１度では図上での確認は

困難）。よって、最小角度の設定も必要。（建築ビボット） 

・分割角度は下記の理由により１０度以下とする事が望ましい。（コムシス） 

1)下図の様な計画建築物の場合中央部の頂点の三斜求積（赤表示部：Ｃ図）などは 10 度固定値で

の表現は困難となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)道路面が地盤より低い場合上図Ｂ図左右の領域には天空

図の外周に張り付くように地盤が作図される。その際その

領域が大きい場合（空地が大きい場合）分割角度が 10 度

の場合ではかなり安全側に直線近似され（右図Ｄ図参照）

コンピュータ処理（精算法）との乖離が大きすぎる。 

以上より、 

 

・分割角度は、最大で１０度とすることについては問題ない 

・上記に加え、最小角度の設定を定めるかどうか 

 
が課題となる。 

Ａ 

Ｃ Ｂ 

Ｄ 

図 1-4-1 10 度固定値での分割が困難な場合 
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⑨ 多角形近似を行う際の、内接／外接の指定、統一 

 

・適合建築物は外接とする（元の形状より小さめとなり天空率が増加） 

・計画建築物は内接とする（元の形状より大きめとなり天空率が減少） 

 

 

【意見】上記方針で問題なしとの回答は以下の通り。 

・“東京のまちづくり情報”の“天空率の審査方法”にて提言されていた内容で、殆どのベンダー

は対応できており問題ない。（生活産業） 

 

（内接／外接の具体的方法を規定することに関する意見） 

 

（福井コンピュータ）外接、内接を行う事自体が、精算法から安全を見込んで求められているので、

その方法までは統一しなくても良いのではないか。 

 

（インフォマティクス）もし、各社同じ方式であれば、記述しても構わない。当社では、 

 

内接三角形：孤上の両端点を直線で結んでいる。 

外接三角形：① 孤上の中間位置から接線を計算し、円の中心から孤の各端点を結ぶ直線との

交点を結んで外接三角形とする。 

② この計算で、片側 1点でも天空図の円よりも外側に算出された場合は、弧の

端点の片側を固定し、固定した端点と弧上の中間位置とを通る接線を用いて

外接三角形とする。 

③ ①,②でも天空図の円よりも外側になった場合は、その部分を計算対象から

排除している。 

 

（建築ピボット） 

 

内接三角形：どこも大差がない。 

① 楕円弧の中心角を 10 度以下の等しい角度で等分割 

② それぞれの角度を示す半直線を、天空円の中心より描く 

③ 各半直線と孤の交点を順に結び、内接する多角形を完成する 

外接多角形：① 楕円弧に内接する多角形を作る。 

② そのうちの一つの三角形を、天球面上の対応する円弧の存在する平面上に投

影する。 

③ 三角形の辺の内、円弧に接する辺（弦）に対応する弧の、中点における接線

（円と同じ平面上）を求める。 

④ 接線と三角形の辺との交点を求める。 

⑤ ④の交点を元の平面に投影すると基本となる外接三角形が求まる。 

⑥ ⑤の外接三角形の楕円弧上の頂点から楕円弧に対し（三角形の外方向に向か

って）接線を引き、隣の（内接する多角形を成す）三角形の遠い方の辺の延

長との交点を求める。次の外接三角形が出来る。 

⑦ これを繰り返して全ての三角形を求める。 

 

これが最善というわけではなく、あくまで方法の１つ。一般的な楕円弧に外接する多角形は単

一の解がないため、最終的には独断で決めるしかないのではないか。 

ただ、天空率の場合「一般的な楕円弧」ではなく、天球面上の円の投影であるから、１つの考

え方として、天球面上で外接する多角形を作ることが考えられる。（ただし、この場合、投影した

多角形の中心角はそれぞれ異なる） 
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（コミュニケーションシステム） 

 

外接／内接の表現は下記の理由で適切がどうかに疑問がある。 

 

図 1-4-2 で示す「道路面が地盤より低い位置にある場合」、地盤を建物同様に天空図上で表現

する必要がある。その際下図例で示す 1ｍの高低差がある場合で 0.1ｍｍ以下になる。 

その三斜図を作図すると斜辺を安全側作図（10ｃｍ以上）で作図しても角度 10度程度では上

記直線近似した線分が円弧の外側に接する作図法では適合の地盤分は天空率にまったく組み入

れない事になる。一方⑦２）の理由により地盤が設置された場合、極端に安全側に処理され精算

値と大幅に乖離する。 

 

結論から 適合建築物は元の形状より小さめに評価し天空率を増加する。 

      計画建築物は元の形状より大きめに評価し天空率を減少する。 
 

の表現が実用的ではないかと考える。現実、内接、外接を 0.01ｍｍ幅で判断する事は不可能

である。結果として元の形状より安全側であればよく、具体的な方法は書かない方がよいの

ではないか。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より、 

 

・表現について再度検討（内接／外接の是非 等） 

・内接／外接の具体的方法を規定すべきか（内接／外接の表記とする場合） 

 

について、検討が必要である。 

拡大図 

通常サイズ 

図 1-4-2 

算定位置からの高低差１ｍの地

盤面の天空図への反映例 
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⑩ 小数点以下の丸めの方法  ※安全率の設定含む 

 

・天空率の表記を小数点以下２桁又は３桁とする 

・桁数の設定は、最終的には「安全率」の桁数と合わせることとする 

・三斜求積法における「長さ（上図Ａ,Ｂ）」「面積（上図(Ａ×Ｂ)／２）」「天空率」を算出

する各課程において、天空率の表記に係る桁数（２桁又は３桁）で丸めることとする 

・丸めの方法については、安全側となるよう、適合建築物は切り上げ、計画建築物は切り

捨てとする 

 

【意見】 

・2 桁か 3桁かに決めてもらいたい。顧客の要望（自治体の指示）により 3 桁にして欲しいとの

経緯があったので、弊社としては 3桁を勧めたい。（インフォマティクス） 

・現在の一般的な値としての安全率 0.02%を変更するのであれば、根拠が必要ですし、0.02%を変

えないのであれば、小数点以下３桁で良い。桁数については、ベンダー各社設定があるし、提

出にあたって現状大きな問題となっていないので、安全率と合わせる程度にとどめておいても

良いのではないか。（福井コンピュータ） 

・見えない桁をどのように処理しているかという質問をされるケースがある。審査基準を 2桁と

するのであれば 3 桁まで表記というように基準の桁数＋1 桁での表記にしてもよい。また、安

全率は、可能であれば是非統一して頂きたい。（生活産業） 

（建築ピボット） 

＜各課程における桁数＞ 

・「確認申請時の検証」という事を前提に考えると、表記されている数値をそのまま使って計算

されている事が重要である。でなければ、手計算で過程を追う事が出来ない。 

・「表記されている数値を使って計算する」事を明確にしておけば、最終結果に影響を及ぼさな

い範囲なら、桁数は特に指定する必要は無いかもしれない。 

＜切り上げ、切り捨て＞ 

・計画建物は内接、適合建物は外接で既に安全側になっているから、どちらも四捨五入で十分だ

と思うが、やっておいて悪いという事はない。いずれにしても丸めの方法が明確である事はあ

りがたい。 

（コミュニケーションシステム） 

・⑨項の事例でも解説した様に、「道路面の高低差 1ｍの天空図上の表現は前項の事例では 0.1ｍ

ｍ」である（算定位置からの距離より確定）。高低差 10ｃｍでは 0.01ｍｍ以下です。この様な

現実から考えると小数点以下 3桁が望ましい。2 桁の場合、安全率の最終差分 0.02％を見直す

必要があると思う。 

・切り上げ切捨てに関しては、その表記で問題ない。 

・現在の三斜求積の安全率の考え方は、斜線規制でクリアーながら三斜計算天空率計算では NG

になるケースもある。三斜求積による審査を継続する場合この様な事例に対する対処法を考え

る必要もあるのではないか。（高さ制限に収まる場合、断面図で確認する等。） 

 

以上より、 

・小数点以下の桁数：安全率の桁数、もしくは安全率＋１桁 とする 

・安全率の規定をなくす（小委員会での意見）場合の対応 

 

について、検討が必要である。 
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２．「優先的検討事項」に係る統一的運用基準 

１．でのベンダー各社の意見を踏まえ、第２回市街地部会(08.10.8)に下記運用基準（案）を提示

した。各項目の※は結論に至る理由等である。これをたたき台にして、天空率検討会及び小委員会で

の検討を重ねることとした。 

 
天空率の算出に係る審査基準の明確化（三斜求積法における処理について） 

 
● 多角形近似を行う際の、分割角度の指定・統一 

 

・分割角度は、最大で１０度とする。 

 
※形状は様々であり一様に分割することは困難である 

※分割角度を大きくするほど安全側に働くが、誤差を一定の範囲に留める観点から、概ねの

目安として 10度の指標を設けるものである。 

※道路面が地盤より低い場合などでは、天空図の外周に張り付くように地盤が作図される。

その領域が大きい場合（空地が大きい場合）分割角度が 10度の場合ではかなり安全側に直

線近似されコンピュータ処理（精算法）との乖離が大きい。 

※そもそも三斜求積法は審査側が実測可能とする主旨で導入していることから、分割角度を

細かくしすぎて実測不可能なものとなれば主旨に反する。このため、上記規定であっても

最小角度は常識的な範囲に収まるものと思われる。 

 

● 多角形近似を行う際の、内接／外接の指定、統一 

 

・適合建築物は元の形状より小さめに評価し、天空率を増加する。 

・計画建築物は元の形状より大きめに評価し、天空率を減少する。 

 

 

（図）計画建築物の近似 

   について（内接） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内接／外接の規定は具体的であり安全側に働くが、詳細をチェックすることは求められてい

る天空図（近接における半径 10cm のもの）では不可能（小さすぎる）。 

※コンピュータ処理（精算法）の数値より安全側な数値とするだけでも審査上有効であり、内

接／外接に限定する必要はない。 

A 

B 

・円弧を直線に近似させる部分 

・計画建築物の場合、図のように円

弧に対して内接近似させるため、計

画建築物の面積が大きめに算出さ

れ、天空率は小さくなる(安全側)。 
計画建築物 
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（図）適合建築物の近似について（外接） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※道路面と地盤との高低差が１ｍの場合で天空図上では 0.1mm 以下となる。その三斜図を作成

しても、角度 10度程度では直線近似した線分が円弧の外側に接する作図法（外接）では適合

の地盤分は天空率にまったく組み入れない事になる。 

 

● 小数点以下の丸めの方法 

 

・天空率の表記は、小数点以下３桁とする（「安全率」の桁数＋１桁）。 

・三斜求積法における「長さ（上図Ａ,Ｂ）」「面積（上図(Ａ×Ｂ)／２）」「天空率」を算出

する各課程においても、同様に３桁で丸めることとする。 

・丸めの方法については、適合建築物は切り上げ、計画建築物は切り捨てとする。 

・安全率の規定がなくなった場合でも、上記方針と同様とする。 

 

※「確認申請時の検証」という事を前提に考えると、表記されている数値をそのまま使って計

算されている事や、丸めの規定が明確であることは重要。 

※安全率は法的根拠がないため、なくしてもよいのではという意見が小委員会準備会

（08.08.11）で出された。安全率の規定がなければ、斜線制限で規制をクリアしていても、

天空率で NGとなるケースは解消されるため、有用である。 

※安全率の撤廃に伴い、三斜求積で安全側に審査していることを周知する必要がある 

 

【その後の天空率検討会・小委員会における議論】 

● 数値による安全率の適用について 

・上記３項目による算出方法により算定された計算結果には、一定の安全率※が含まれると判断する。 

・なお、数値による安全率（0.02％など）の適用については、従来審査の安全上の観点から特定行政庁ご

とに運用されてきたが、上記算出方法に一定の安全率が含まれることを、設計側・審査側双方が理解し

た上で、適宜判断するものとする。 

※各算定位置における「計画建築物の天空率」と「適合建築物の天空率」との差 
 

●以上より上記３項目をまとめた形で、運用指針集に「安全率」の項を設け、掲載することとした。

（次ページ参照） 

・高低差１ｍ程度の地盤面を外接させようとする

と、天空図上からはみ出る、誤差が大きくなる

など、地盤の近似が組み入れられないケースも

考えられる。 

投影された地盤面 
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確認申請書の図書として、天空率算定表を作成する際に、以下による算出方法により算定された計

算結果には、一定の安全率※が含まれると判断する。 

なお、数値による安全率（0.02％など）の適用については、以下の算出方法に一定の安全率が含ま

れることを、設計側・審査側双方が理解した上で、適宜判断するものとする。 
※各算定位置における「計画建築物の天空率」と「適合建築物の天空率」との差 

 

(1)分割角度（多角形近似に際して） 

【 内  容 】 

・規則において定められた「制限近接点における天空率算定表」を作成する際の１つの算出手段

である三斜求積法において、天空図上に投影された建築物の多角形近似を行う場合の分割角度

は、最大で１０度程度とする。 
 

【 解  説 】 

・分割角度を大きくすることにより、天空率規制上は安全側の算定となるが、コンピュータ処理

との誤差が過大となってしまうことや、分割角度を小さくしすぎることにより、設計側や審査

側が審査不可能となってしまうことから、概ねの目安として 10 度程度の指標を設けるもので

ある。 
 

図１ 計画建築物の例        図２ 分割角度が一様にならない事例 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集団規定   

天空率 

天空率 

安全率 

法第56条第７項 規則第１条の３表１（26）欄 

建物の端部に三斜を合わせると、分割角

度が最も狭い１から、最も広い７まで

様々となる 

複数の塔状建物が複合した建築物を

想定すると、 
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(2)多角形近似 

【 内  容 】 

・天空率の算出時に、適合建築物は天空率を増加させ、実際の形状より小さめに評価する。 
・天空率の算出時に、計画建築物は天空率を減少させ、実際の形状より大きめに評価する。 
 

【 解  説 】 

・審査においてはコンピュータ処理（精算法等による求積）の数値と比較して、安全側な数値と

評価することが目的である。 
・小さめに評価する方法としては外接近似（図３）、大きめに評価する方法としては内接近似（図

４）させる方法がある。 
 
図３ 適合建築物の近似について（外接近似の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 計画建築物の近似について（内接近似の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・円弧を直線に近似させる部分 

・適合建築物の場合、図のように円弧に対して外接近

似させるため、網掛け部分だけ適合建築物の面積［円

弧面積－三斜面積（A×B/2）］が小さめに算定され、

天空率は大きくなる（安全側）。 

A 

B 

・円弧を直線に近似させる部分 

・計画建築物の場合、図のように円弧に対し

て内接近似させるため、計画建築物の面積

［円弧面積－三斜面積（A×B/2）］が網掛

け部分だけ大きめに算定され、天空率は小

さくなる(安全側)。 計画建築物 

A 

B 

適合建築物 
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(3)計算過程における小数点以下の取扱い 

【 内  容 】 

・三斜求積法等による天空率の算定における小数点以下の処理については、以下によること。 
 

①天空率の表記は、小数点以下３桁とする。 

②三斜求積法において分割・近似された各三角形を算出する際、「長さ」「面積」「天空率」を

算出する各過程においても同様に３桁で丸め、丸めた数値をそのまま次の計算に用いること。 

③丸めの方法については、適合建築物は切り上げ、計画建築物は切り捨てとする。 

 
【 解  説 】 

・表記されている数値をそのまま使って計算できる事や、丸めの規定が明確である事は、設計側、

審査側がお互いに「確認申請時の検証」という事を理解した上で、現場でのチェックの容易さを

踏まえて一定のルール設けたものである。 
 

（参考）計画建築物の算定例 

・図５の計画建築物における計算（表１）では、三斜で切った面積(No.1～16)を「切り捨て」する

ことで三斜面積(B)を、処理なしの場合より小さめに評価する。これにより建築面積(G)は大きめ

に評価され、天空率は小さめに評価される。 
・さらに、天空率(H)を小数点以下３桁で「切り捨て」ることにより、安全側に評価する。 
・適合建築物の場合は、計画建築物とは逆に「切り上げ」による。 

 
表１ 計画建築物の三斜求積による天空率算定における、 

切り上げ・切り捨ての比較 
No. 底辺(mm) 高さ(mm) 面積(mm2) 切り上げ 切り捨て

1 67.399 4.456 150.164972 150.165 150.164
2 53.789 7.725 207.7600125 207.761 207.760
3 44.488 0.231 5.138364 5.139 5.138
4 38.050 5.679 108.042975 108.043 108.042
5 32.704 3.965 64.83568 64.836 64.835
6 18.541 2.953 27.3757865 27.376 27.375
7 17.006 2.803 23.833909 23.834 23.833
8 16.143 2.745 22.1562675 22.157 22.156
9 15.950 2.745 21.891375 21.892 21.891

10 16.590 2.770 22.97715 22.978 22.977
11 17.830 2.881 25.684115 25.685 25.684
12 18.541 1.247 11.5603135 11.561 11.560
13 25.989 3.986 51.796077 51.797 51.796
14 27.852 1.990 27.71274 27.713 27.712
15 43.401 6.263 135.9102315 135.911 135.910
16 51.592 5.531 142.677676 142.678 142.677

合計 1049.517645 1049.526 1049.510

A : 円周率 3.14159265
B : 三斜面積 1049.517645 1049.526 1049.510
C : 天空図半径 100
D : 天空図面積（C*C*A） 31415.9265 31415.927 31415.926
E : 扇形中心角 127.715
F : 扇形面積 11145.22686 11145.227 11145.226
G : 建物面積（F-B） 10095.70921 10095.701 10095.716
H : 天空率((D-G)/D*100) 67.864359 67.864386 67.864337

安全側
処理なし 切り上げ 切り捨て

67.864 67.865 67.864  
 

図５ 図１で分割角度を10度程度

とした三斜求積図 
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【参考】多角形近似に係る検討事例 

運用指針集の掲載事項は結論を簡潔に記載する形であるため、説明が不十分と思われる項目も

ある。以下の事項は、運用指針集に掲載予定の「安全率」（p19～21）の内容を補足する意味で、

市街地部会報告書に掲載するものである。 

 
（１）三斜求積法における分割角度、及び内接／外接の処理による誤差の検証 

■三斜求積図による天空率の算定に伴う誤差 

 

・誤差の大きさは建物形状、算定点の建物に対する位置、三角形で近似する場合の中心角の大

きさ等によって大きく変化する。 

・近似した三角形が天空を示す円内にある限り※、 

 

 

 

の関係は堅持される。 

 

※天空図上での建物の高さが余り低いと、外接三角形の頂点が天空を示す円の外に出る場合が

ある為 
 

【参考】適合建築物の近似について（外接） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※道路面と地盤との高低差が１ｍの場合で天空図上では 0.1mm 以下となる。その三斜図を作成

しても、角度 10度程度では直線近似した線分が円弧の外側に接する作図法（外接）では適合

の地盤分は天空率にまったく組み入れない事になる。 

 

 

次ページ以降で、 

 

① 分割角度の違いによる誤差の違い 

② 敷地・建物形状の違いによる誤差の違い 

 

による検証を行った。 

内接三角形で 

近似した天空率 ≦ 真の天空率 外接三角形で 

近似した天空率 ≦ 

・高低差１ｍ程度の地盤面を外接させようとする

と、天空図上からはみ出る、誤差が大きくなる

など、地盤の近似が組み入れられないケースも

考えられる。 

投影された地盤面 
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① 分割角度の違いによる誤差の違い 

１）分割角度（中心角）の違いによる誤差の変化 

 

・分割角度（中心角）が大きいほど「内接（近似）と外接（近似）の差」及び、各近似法と「精算法

との差」は大きくなり、誤差が大きいほど安全側に働く 

・以下のケースでは、分割角度が２０度の場合が最も安全側に働く 

・分割角度５度のケースは、精算法によるソフトのプログラム上の数値に最も近い 
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② 敷地・建物形状の違いによる誤差の違い 

１）建物の位置による誤差の変化１：同じ建物で算定点からの距離が異なる場合 

 

・同じ建物形状でも、算定位置が近づくほど「内接（近似）と外接（近似）の差」及び、各近似法と

「精算法との差」は大きくなり、誤差が大きいほど安全側に働く 

・以下のケースでは、上図の方が距離が近いため、誤差が大きく安全側である 
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２）建物の形状による誤差の変化：同じ底面形で高さが異なる場合 

 

・一般に三斜求積で三角形で近似されるのは屋根、屋上の稜線部分である。 

・その為、上記の部分が天空図上の投影で小さい場合、三斜求積の真の値に対する差は小さくなる。 

・つまり、高層の建物、壁面後退距離の大きい建物は、三斜求積法で天空率を算定しても真値からの

ずれが小さい事になる。 
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・上図のように、高層の建物では、三斜求積により近似される建物屋上の稜線部分が天空図上

では極めて小さくなるため、精算法との差が極めて小さくなり、内接と外接の差も小さくな

る。 
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（２）三斜求積法による計算過程における小数点以下の有効桁数設定に伴う誤差の検証 

 
天空率Ｒ＝（Ｓ－Ｓ´）／Ｓ＝１－Ｓ´／Ｓ 

Ｓ ：天空図の円の面積 
Ｓ´：建物によって掩蔽された部分の面積 
Ｓ´（θ，Ｌ１，Ｈ１，……，Ｌｎ，Ｈｎ）＝θｒ－ΣＬκＨκ／２ 
θ ：建物の掩蔽部の両端がなす角度 
ｒ ：天空図の円の面積 
Ｌκ：κ番目の三角形の底辺の長さ 
Ｈκ：κ番目の三角形の高さ 

系統誤差の伝播式を用いると、 
δＳ´＝｜∂Ｓ´／∂θ｜０・δθ＋Σ（｜∂Ｓ´／∂Ｌκ｜０・δＬκ＋｜∂Ｓ´／∂Ｈκ｜

０・δＨκ） 
δＳ´：建物によって掩蔽された部分の面積の誤差 
δθ ：角度の誤差 
δＬκ：三角形の底辺の長さの誤差 
δＨκ：三角形の高さの誤差 

 
コンピュータの内部計算なので、有効桁数の指定が最大の誤差の要因になると考えられる。 
仮に三角形の個数を 10、底辺の長さの平均を 50mm、高さの平均を 5mm と仮定すると、Ｓ´の面

積の誤差は以下の様になる。（計算途中での丸めは行なわない） 
 
① 有効桁数による誤差について 

天空図上に投影した長さで有効桁数を、 

 

１桁（０．１ｍｍ）とした場合、 

δＳ´＝１０・（２５・０．１＋２．５・０．１）＝２．７５ 
Ｓ＝１００・１００・π＝３１４１６ 天空図全体の面積 
天空率の誤差は、２．７５／３１４１６≒０．００００９≒０．０１％ 
２桁（０．０１ｍｍ）とした場合、 

δＳ´＝１０・（２５・０．０１＋２．５・０．０１）＝０．２７５ 
Ｓ＝１００・１００・π＝３１４１６ 天空図全体の面積 
天空率の誤差は、０．２７５／３１４１６≒０．０００００９≒０．００１％ 
３桁（０．００１ｍｍ）とした場合 

δＳ´＝１０・（２５・０．００１＋２．５・０．００１）＝０．０２７５ 
Ｓ＝１００・１００・π＝３１４１６ 天空図全体の面積 
天空率の誤差は、０．０２７５／３１４１６≒０．００００００９≒０．０００１％ 

 
となる。 
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② 有効桁数を切り捨て／切り上げした場合 

①をもとに、有効桁数下を切捨て／切上げにした場合を考える。 
１）有効桁数１桁の場合 

２桁目を切捨てた場合 ： ０．１＞真の数値－丸めた数値≧０．０ 
２桁目を切上げた場合 ： ０．０≧真の数値－丸めた数値＞－０．１ 
で、両者の差は０．０≦δ＜２．０、つまり最大で０．２の差が出る事になります。 

それぞれの場合の天空率の誤差は、 
δＳ´＝１０・（２５・０．１＋２．５・０．１）＝２．７５ 
Ｓ＝１００・１００・π＝３１４１６ 天空図全体の面積 

天空率の差は、２．７５／３１４１６≒０．００００８≒０．０１％ 
 
誤差は本来、正負両方向に発生するが、三斜求積は基本的に単純な三角形の面積計算であるから、長

さの誤差と天空率の誤差は単純な（二次の）比例関係にあると考えて構わないので、 
 

０.０１％＞切上げによる誤差≧ ０.００％ 
０.００％≧切捨てによる誤差＞－０.０１％ 

 
同様に、 
２）有効桁数２桁（３桁目を切捨て／切上げ）の場合 

 
０.００１％＞切上げによる誤差≧ ０.０００％ 
０.０００％≧切捨てによる誤差＞－０.００１％ 

 
３）有効桁数３桁（４桁目を切捨て／切上げ）の場合、 

 
０.０００１％＞切上げによる誤差≧ ０.００００％ 
０.００００％≧切捨てによる誤差＞－０.０００１％ 

 
となる。 
 
 
・計画建物と適合建物で同じ算定方法（例えばどちらも内接で近似）を使う場合、計算用の長さの

数値について、計画建物を切捨て、適合建物を切上げにしておけば、両者を比較した場合、少な

くともこの段階で判定を間違う可能性はない事になる。 
・１）の結果から、現行の安全率０.０２％と同等の安全率を見込むには、有効桁数を小数点下１桁

（０.１ｍｍ）にする必要がある。但し、この場合の安全率０.０２はあくまでも最大値です。 
※この小数点下１桁（０.１ｍｍ）は手作業でチェックできる限界である。この事から鑑みる

と、現行の０.０２％という安全率は上記と同様な過程を経て定められたのではないかと思

われる 
・最低０.０２％の安全率を見込むには現行の方法によらざるを得ないが、上記の様に切上げ、切捨

てを組み合わせれば、三斜求積図作図後の作業に伴う誤差で、判定を間違う可能性はない。 
・更に結果の天空率（％）も同様に切捨て／切上げを組み合わせれば、判定の安全性は、実用上問

題ない。 

誤差：０.０２％ 

誤差：０.００２％ 

誤差：０.０００２％ 
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１－５ 「その他検討事項」に係る検討１：指針集に掲載した事項 

１．算定位置の回り込み処理の廃止について（1-2 1.積み残し検討課題 ④関連） 

算定位置は、法文上では以下のように規定されている 
 

第１３５条の９（法第５６条第７項第１項の政令で定める位置） 

一 当該建築物の敷地（道路高さ制限が適用される範囲内の部分に限る。）の前面道路に面する 

部分の両端から最も近い当該前面道路の反対側の境界線上の位置 
 

入り隅敷地や行き止まり道路等における「算定位置の回り込み処理」については、以下の問題点が

指摘されている。 
①厳密には法に規定される「前面道路の反対側の境界線上」に位置しない 

②隣地境界線の場合、回り込み処理により算定位置が隣地境界線に近づくため「隣地境界線か

らの水平距離が 12m又は 16m」の位置にない 

そのため、市街地部会での検討を踏まえ、以下のように論点を整理した。 
 
（１）入り隅敷地 

入り隅敷地においては、法的根拠がないことや、２つの道路の幅員が異なる場合に算定位置の連

続性が保たれない、敷地形状によっては算定位置が敷地内に入り込むこと等を考慮し、算定位置の

回り込みによる配置を行わないこととする。 

なお、適合建築物作成においては、従来通り回り込み処理を行う。 

１）入り隅敷地（道路境界線） 図 1-5-1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）入り隅敷地（隣地境界線） 図 1-5-2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2Aかつ35ｍ 

 

回り込み・みなし算定

位置の廃止： 

法を忠実に解釈し、前

面道路の反対側の境界

線上のみとする 
(令 135 条の 9) 

12.4又は16ｍ ① 

② 
③ 

斜線の回り込み 
12.4or16ｍ 

入り隅の二等分線 

① 

② 
③ 

12.4or16ｍ 
① 

② ③ 

斜線の回り込み 
12.4or16ｍ 

入り隅の二等分線 

① 

② 
③ 

回り込み算定

位置の廃止 
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３）入り隅敷地で算定位置の回り込み及びみなし道路を廃止するに際しての検討事項 

① 回り込み道路に配置する算定位置の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-3 回り込み道路及び前面道路の反対側の境界線上の算定位置の比較 

 

例えば図 1-5-3 のような算定位置を比較すると、前面道路の反対側の境界線上で評価可能な建築

物の部分が、回り込み道路上では法文上の算定位置より敷地境界線に近づくために適切に評価でき

ない問題点が生じるため、回り込み道路上に算定位置を配置する必要はない。 

 

 

②みなし道路に係る審査上の観点からの検証 

   

図 1-5-4          図 1-5-5             図 1-5-6 

図 1-5-5 の A1～9：実際の道路の反対側の境界線上。 

図 1-5-6 の B1～5：行き止まり道路とみなした道路の反対側の境界線上 

 

適合建築物のみ配置し、実際の道路の反対側に配置した算定位置（図 1-5-5,1-5-7）の天空率が、

道路内に配置した算定位置（図 1-5-6,1-5-8）の天空率より大きくなれば、（計画建築物がクリアすべ

きハードルが高くなるため）みなし道路の算定位置は必要ないものと判断できる（計画建築物は 100%

と設定）。 

算定位置 

道 路 

計画 

建築物 

適合 

建築物 

回り込み道路

上の算定位置

では、適合建築

物を見上げた

際に隠れる網

掛け部分の評

価ができない 

法文上の算定位

置では、道路高

さ制限(仕様規

定)を超える部

分と敷地両側の

空地部分による

評価が可能 

適合 

建築物 計画 

建築物 

道 路 
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 図 1-5-8 

図 1-5-8 中、天空率近接点は B3 の 69.013%だが、図 1-5-7 中 A1～9 の差分は、すべての点において

B3 の差分を上回る。一番近い A4 でも 69.525%であり、A4 が道路の交点にくれば B3 と同じ天空率とな

るが、それ以外の場合は「Ａの天空率＞Ｂの天空率」となり、道路内の算定位置は必要ないと言える。 

 

（参考） 

「東京都方式」では、「窓」の採用により天空を予め

制限した上で天空率を計算するため、窓から臨める範

囲に含まれる建築物が最も小さくなる B1 で、最も厳し

い結果が出る。 

 

 しかし、適用距離内で適合建築物を一体に取り扱う

JCBA 方式では、実際の道路の反対側の境界線上での天

空率が、必ず大きくなる。 

 

 

図 1-5-9 

 よって、 

 

・実際の道路の反対側の境界線上での天空率計算のみで天空率の評価が可能 

・Ｂ１～Ｂ５での天空率計算は、Ａより緩いため必要ない 

 

と言える。 

図 1-5-7 
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③ 敷地と道路の関係による算定位置の違い 

 

図 1-5-10 最も近い前面道路の反対側はＡ’－Ｂ’ 

 

図 1-5-10 の場合、道路高さ制限の適用さ

れる範囲の端部点Ａ点Ｂに対する前面道

路の反対側は、点Ａ’点Ｂ’となり、天空

率を算定する位置はオレンジ色で示した

Ａ’Ｂ’区間となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-11 最も近い前面道路の反対側の境界線は点になる 

 

図 1-5-11 のように、前面道路の境界線の

長さが現況道路の幅を下回った場合、天空

率算定位置は１点となる。 

このような考え方に基づき前面道路の反

対側を決めていくことは「法第５６条第１

項第１号で規定される道路高さ制限を、同

法第７項第１項により緩和する。」とする

法の目的から、道路高さ制限と同様の取り

扱いが可能となり矛盾は起こり得ない。 
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④ 適用距離の取り方 

道路高さ制限は、『前面道路の反対側の境界線』からの適用距離内で適用されるが、みなし道路

の反対側の境界線を採用した場合、現況の道路の反対側の境界線からの適用距離よりも、みなし道

路の反対側の境界線からの適用距離は、より敷地の奥に伸びて建築物の高さを制限することになる。 

 図 1-5-12 では、入り隅部の交点を頂点として適用距離が設定されるため、適合建築物の範囲は

一定の範囲に収まるが、図 1-5-13 では道路幅員が大きくなるほど適用距離が短くなり、場合によ

っては入り隅部に適合建築物が発生しない場合も想定される。 

 市街地部会では、適合建築物の入り隅部は回り込み処理による作成とし、算定位置の配置は回り

込み処理等の配置を行わないことと整理している。これにより、適合建築物は図 1-5-12 に、算定

位置の配置は図 1-5-13 による運用となる。 

 

図 1-5-12 回り込み及びみなし道路による適合建築物の範囲 

 

図 1-5-13 道路の反対側の境界線からの適合建築物の範囲 

 

⑤ 令 135 条の９「前面道路に面する部分の両端から最も近い当該前面道路の反対側の境界線上の位

置」が現況道路の反対側の境界線でなくなる 

 

『最も近い前面道路の反対側の境界線』は円弧

状のみなし道路の反対側の境界線の端部となる。

（図 1-5-14 点Ａ’点Ｂ’） 

これでは円弧部にのみ均等配置されることにな

り、本来配置すべき道路の反対側の直線部（道

路上の直線）が天空率の算定位置として採用さ

れない。 

 

 

図 1-5-14 円弧部の端部Ａ’Ｂ’が「最も近い」 

道路の反対側の交点を適用

距離の始点とすると、道路幅

員による入り隅部の影響が

大きくなる 

本来配置すべき道路

の反対側に算定位置

が配置されない 
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⑥ 天空率を算定する位置が均等に配置できなくなる 

円弧状のみなし道路の反対側を問題視し、直線だ

けにしたとしても「最も近い前面道路の反対側の 

境界線上の位置」に問題が残る。みなし道路上の算

定位置を残した場合、道路高さ制限の適用される範

囲（敷地内緑部）の両端点から最も近い反対側は点

Ａに対して点Ａ’、点Ｂに対して点Ｂ’となる。 

 オレンジ色の線上に算定位置を均等配置したい

ところであるが、繋がっていない線間を均等配置す

ることはできない。２つの線ごとに均等配置させる

考え方もあり得るが、運用に際して整理が必要とな

る。 

図 1-5-15 Ａ’Ｂ’間が接続できない 

 

⑦ 敷地・道路形状の違いによる算定位置の配置に係る問題 

（境界線が法規定以上に近づく、敷地への算定位置の重なり、不連続となる場合等を考慮） 
・図 1-5-16 のように２以上の前面道路の幅員が異なる場合においては、回り込み処理を行うことで

算定位置が不連続となる 
・図 1-5-17 のように入り隅部が鋭角の場合、回り込み処理による算定位置が敷地内に入り込むため、

建築物と重なり、当該算定位置での審査ができない等の問題点が生じる。 
 
図 1-5-16 道路幅員が異なる場合              図 1-5-17 入り隅部が鋭角な場合 

（算定位置が不連続となる）                 （敷地に算定位置が重なる） 

      

  

幅員の違いによ

り算定位置が不

連続となる 

入り隅角が鋭角なた

め、回り込み処理によ

る算定位置が敷地・建

物と重なってしまう 
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＜③～⑦まとめ＞ 

行き止まり道路における斜線の回り込みや、みなし道路への算定位置の配置は、両方とも「みなし」

であり、法第５６条には前面道路の反対側の境界線を「みなすことができる」旨の記述がないことか

ら、令第１３５条の９第１項第１号でいう「前面道路の反対側の境界線」として採用する法的根拠に

乏しい、と考えられる。 

また、これまでの説明のように矛盾点を列挙できる取り扱いを定常的に取り扱いに含めることは、

建築確認における一定の基準によって判断すべき前提が崩れる恐れを内包している。よって、行き止

まりでない道路に行き止まり道路の取り扱いを適用することには推奨されない。 

 

【参考】入り隅敷地における特殊なケース 

入り隅敷地における以下のようなレアケースにおいて、回り込み処理を廃止できるかどうかにつ

いて、部会・分科会で検討を行った。 

１．入り隅がある敷地で、入り隅部が用途地域等で区域区分されている場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合、用途の異なる区域毎に区分されるが、その他については区域区分がない場合と同様に

「前面道路の反対側の境界線上（黒点）に算定位置を配置し、審査を行うことは同様である。 

 

２．入り隅道路に敷地の角のみが接している場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業地域の部分を審査する際、回

り込み処理を廃止する場合、算定

位置をどう設定するか？ 

道路 

第一種 住居地域 
商業地域 

道路 

道路 

道路 
敷 地 

両側に敷地がない

ため、道路の反対側

の境界線に算定位

置を設定できない

（もしくは交点１

点のみ） 

入り隅道路にも敷地が接し

ているとみなし、算定値の回

り込み処理を行うか？全て

隣地境界線と扱うか？ 

この場合、角地の二辺は隣地境界

線と取り扱うものと想定される。 

図1-5-18 入り隅部が用途地域等で区域区分されている場合 

図 1-5-19 入り隅道路に敷地の角のみが接している場合 



35 

（２）行き止まり道路（突き込み道路） 

１）行き止まり道路（突き込み道路）：両側に隣地あり 

図 1-5-20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

について、審査上の観点（緩くなる or厳しくなる）から検証を行う。 

 
２）行き止まり道路（突き込み道路）：両側に隣地なし 

図 1-5-21 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

について、審査上の観点（緩くなる or厳しくなる）から検証を行う。 

斜線の回り込み 斜線の回り込み 

① 回り込み算定位置を廃止した時の審査の影響 

② みなし道路の算定位置を廃止した時の審査の影響 

斜線の回り込み 

Ｗ 

① ③ ② 

入り隅の二等分線 

これを取ることはでき

ない？（算定位置がなく

なるため） 

・回り込み算定位置を廃止した時の審査の影響 

斜線の回り込み 

Ｗ 

① ③ ② 

入り隅の二等分線 

Ｗ 

斜線の回り込み 

or 
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３）行き止まり道路に関する検証 

（ⅰ）行き止まり道路（突き込み道路）：円弧状に配置する算定位置について 
突き込み道路の敷地形状を左右部と上部に分解して考えた場合、左右部に計画建築物を配置し

ない場合その空地の効果で上部にはほぼ高さ制限なしの計画建築物が可能になる。 
 
■検証内容 

 
１．左右部に天空率が不適合(NG) になる規模の計画建築物を配置（ケース１） 
２．計画建築物の左右下部を小さくし、左右部敷地の空地を徐々に広げることにより NG 箇所

を減少させ、基準をクリアする算定位置を検証する（ケース２,３,４） 
３．その際、「円弧処理方式」と、「道路反対側のみの算定線」とを比較し、円弧処理の有無に

よる影響を検証・考察する 
 

■条件 

・算定位置間隔「円弧状処理算定線」 2.857ｍ 
「道路反対側算定線」 P1 から P4 間  2.667ｍ 

P8 から P12 間 2.5ｍ 
P5 から P7 間 3ｍ 

・計画建築物高さ：50ｍ 
・道路幅員：６ｍ 

 
■算定値の配置等             図 1-5-22 

  
■アイソメ    図 1-5-23 
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① ケース１             図 1-5-24 

  
設定通り、ともにほぼ全ての算定位置でＮＧとなる。 
 
② ケース２             図 1-5-25 

  
敷地下部に位置する算定位置から、徐々に基準に適合し、基準に適合する算定位置が、敷地上部に

近づく。 
 
③ ケース３             図 1-5-26 

  
基準に適合する算定位置が、敷地上部に近づく。 
 

この部分

(左右)の

空地を広

げる 

ケース２

以上に左

右空地を

広げる 
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④ ケース４             図 1-5-27 

  
「道路反対側のみの場合」の敷地に最も近い算定位置でＮＧとなる以外は、基準に適合する。 
 
⑤ 検証結果の考察 

凹型の行き止まり道路の場合は敷地上部に最も近い算定位置において計画建築物との差分が大

きくなり NG となる。これはその算定位置では左右部の空地位置が遠くなり高さ制限適合建築物の

天空率が最も低くなる事に起因する。 
高さ制限適合建築物においては、より敷地に近い側の算定位置での天空率を比較すると、 
 

「円弧処理方式」    ：P12 24.89％ 
「道路反対側のみ算定線」 ：P8 20.958％ 

 
で、より敷地に近い側の天空率は低くなる。 
計画建築物を配置した際の計画建築物の天空率も低くなり、差分比較でケース④においては 

 
「円弧処理方式」    ：P12 3.219％ 適合 
「道路反対側のみ算定線」 ：P8 -18.956％ NG 

 
 以上より、下記のようなことが言えそうである。 
 

・一般的に凹型の敷地形状の場合、道路反対側の境界線のみ算定線 P8 の位置が最も天空率

が適合困難な位置となる。 
・「円弧処理方式」の場合、P12 はその算定位置の配置間隔により変動する。その際、最も

NG 率が高くなる P12 が変動し、「道路反対側のみの境界線」P8 の位置より下に配置され

る場合、審査が緩くなると言える。 
・「道路反対側のみ算定線」の場合、P8 の位置は一義的に確定し、最も厳しくなる。 

 
よって、 
 

「道路反対側の算定位置」のみで、審査のレベルを（現状以上に）保つことが可能 
 

※ただし、セットバックがない場合に建築物と算定位置が重なるため、対応を検討する必要

も考えられる 
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（ⅱ）行き止まり道路（突き込み道路）両側敷地なし：みなし道路に配置する算定位置について 
（ⅰ）での結果から分かるように、円弧状とは別にみなし道路境界線状に配置する P8（円弧処理

方式）、P6（道路反対側のみ）は、行き止まり道路では早い段階で基準に適合するため、この結果

からすると、この算定位置は必要ないように思える。 

しかし、以下に示す左右部のない行き止まり道路の場合、このみなし道路に配置する算定位置が

最も不適合（NG）率が高くなる。 

 

■検証内容 

（ⅰ）と同様に、建物形状の両側を順々に狭めていく 

■条件 

・算定位置間隔 
「円弧状処理算定線」 2.761ｍ 
「道路反対側算定線」 3ｍ 

・計画建築物高さ：50ｍ 
・道路幅員：６ｍ 

 

図 1-5-28 

  

■アイソメ   図 1-5-29 
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① ケース１     図 1-5-30 ② ケース２      図 1-5-31 

  

 

③ ケース３     図 1-5-32 ④ ケース３（みなし道路のみの算定位置）図1-5-33 

  
③,④から分かるように、全ての円弧状の算定位置が適合している計画建築物の形状において、み

なし道路の算定位置（円弧：P5,P6、みなし：P2）においては不適合(NG)である。 

この結果より、みなし道路側に配置した算定位置を審査から除外した場合、計画建築物の規模を

大きく設定する事が可能になり審査の視点からは緩くなると判断される。 

 

原因については下記「天空図による検証」を参照。 

 

⑤ 天空図による検証（ケース３を事例として） 

■アイソメ   図 1-5-34 
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円弧処理方式     図 1-5-35 みなし道路のみの算定位置  図 1-5-36 

   

 

ⅰ）円弧処理方式（図 1-5-35） 

円弧状の算定位置は全てみなし道路の算定位置より敷地により近い位置にある。その為、計画建

築物の高さ制限（仕様規定）を越えたエリアを見上げる状態になる。 

天空図上の計画建築物と適合建築物を比較すると、算定位置が建物に近い為に適合建築物が横に

はみ出る部分（緑の部分）が計画建築物の仕様規定を超える箇所（赤のライン）より大きな面積に

なり天空率が小さく評価される。 

 

 すなわち、敷地に最も近い算定位置 P10 を例に取ると、 

 

 

となり、 

 

 

  

以上より、天空率規制に適合することとなる。 

 

ⅱ）みなし道路の算定位置（図 1-5-36） 

みなし道路の算定位置 P2 においては、一定の距離がある為に計画建築物、適合建築物がともに

小さく見える。算定位置が遠くになる事による計画建築物の高さ制限を越えた領域（赤線より天頂

側）の面積の低減率が、適合建築物の両サイドの空地（緑部）による低減率より少なくなり不適合

(NG)となる。 

 

 すなわち、P2 では、 

 

 

となり、 

 

 

 

以上より、天空率規制上、不適合(NG)となる。 
 
 

適合建築物の縁部で計画建築物よ

り大きい部分の面積（緑色の部分） 

計画建築物の頂部で適合建築物より大きい

部分の面積（赤線からはみ出ている部分） 
＞ 

適合建築物の天空率 計画建築物の天空率 ＜ 

適合建築物の縁部で計画建築物よ

り大きい部分の面積（緑色の部分） 

計画建築物の頂部で適合建築物より大きい

部分の面積（赤線からはみ出ている部分） 
＜ 

適合建築物の天空率 計画建築物の天空率 ＞ 

P10 

P2 
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ⅲ）まとめ 

 
① 行き止まり道路（突き込み道路） 

「道路反対側の算定位置」のみで、審査のレベルを（現状以上に）保つことが可能 

→「円弧状の算定位置」、及び「みなし道路上の算定位置」は不要 

 

② 行き止まり道路（突き込み道路）両側敷地なし 

「みなし道路上の算定位置」のみで、審査のレベルを（現状以上に）保つことが可能 

→「円弧状の算定位置」は不要 

 

 

 

 

 

算定位置について、 
 

「円弧状の算定位置」は不要だが、「みなし道路上の算定位置」は必要 

 

 
以上のような検討を踏まえ、運用指針集に「算定位置２」の項を設け、掲載することとした。 
（次ページ参照） 
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P"1P"2P " 3P" 4P" 5

Ｗ
2

10
m

10m

敷地

エリア１

前面道路

道路中心線

P"1 P"2 P"3 P"4 P"5

W1

W1
W2

2W1かつ35m

エリア２

 

(1)入り隅道路の場合の算定位置の設定について 

【 内  容 】 

・図１、図２のような入り隅敷地においては、２以上の前面道路があるものとみなし、令第132 条

により区分された区域ごとに算定位置を設定するものとする。 

・算定位置は、区分された区域ごとに、前面道路の反対側の境界線上に配置する。 

 

図１ 入り隅敷地における区域１の算定位置 

 

 

算定位置は、前面道路の反対側の境界線 

にＷ2/２以下の間隔で均等配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 入り隅敷地における区域２の算定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定位置は、前面道路の反対側の境界線にＷ2/２以下の間隔で均等配置する。 

 

集団規定   

天空率 

天空率 

算定位置２ 

法第56条第７号、令第135条の６、令第135条の９ 

10m

前 面 道 路 

道 路 中 心 線 

W1 

2W1 か つ 3 5m 

区域 1 

W1 W2 

区域 2 

W2/2 以下で

均等配置 

10 m 

前 面 道 路 
W1

W 1
W2

区域 1 区域 2 

敷地 

2W1かつ 35m 

道路中心線 

10 m 

敷地 

敷地 

'

 '
' 

'
'

' 
'

' 
'

Ｗ1 ２Ｗ 1 か 
つ 35ｍ 

Ｗ1

Ｗ 2 
10 ｍ 

（Ｗ1＞Ｗ2） 

区域 1 区域 2 

W2/2 以下で

均等配置 
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【 解  説 】 

・従来運用で行われてきた算定位置の「回り込み処理」及び「みなし道路」による配置を行わない。

理由は、厳密には法に規定される「前面道路の反対側の境界線上」に算定位置が位置しないこと

や、回り込み処理により算定位置が敷地境界線に近づいてしまうためである。 

・当該建築物の前面道路が２以上ある場合においては、令第 132 条又は令第 134 条第 2項に規定す

る区域ごとの部分に区分して検討を行わなければならない。 

・区域１に設定する適合建築物は、入り隅敷地であっても法律上は区域区分の必要はないため、「一

体の適合建築物」と取り扱う。 

・一体の適合建築物の算定位置はその区間で連続し、前面道路の反対側の境界線上に算定位置を均

等配置する。その際、算定位置の間隔は狭い道路側の幅員Ｗ2の 1/2 以内とする。（図３左側） 

・前面道路Ｗ1、Ｗ2ごとに算定位置を配置しようとすると、図３右側のように入り隅角が鈍角の場

合などでは算定位置を適切に配置できない問題点が生じることや、区間内で算定位置の間隔が異

なる部分が出てくるため、このような措置は行わない。 

・審査の安全上の観点からも、狭い幅員を基準に算定位置を配置することが合理的である。 

・なお、出隅敷地の場合、図４のようにそれぞれの境界線ごとに前面道路の 1/2 以内の間隔で算定

位置を均等配置する。 

・２Ｗ1かつ 35m 以内の区域設定については、「屈折道路」に準拠する。 

 

図３ 入り隅角が鈍角の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 出隅敷地の場合 

 

 

 

 

 

 

 

【 関連例規等 】 

・建築基準法等の一部を改正する法律の一部の

施行について（平成 14 年 12 月 27 日 国住

街発第 110 号） 

 

出隅敷地の場合、幅員の異

なる道路それぞれの幅員

の 1/2以内に算定位置を配

置する。 

幅員の異なる前面道路ごと

に算定位置を「前面道路に面

する部分の両端から最も近

い当該前面道路の反対側の

境界線上」に配置すると、図

の太線のようになり、算定位

置の連続性が保たれない。 

（参考：不採用事例）Ｗ1、Ｗ2ごとに算定位置を配置 

（Ｗ1＞Ｗ2） 

Ｗ1 

Ｗ2 

敷地 

道路 

W2/2 以下で

均等配置 

Ｗ1 

Ｗ2 

敷地 

道路 

（Ｗ1＞Ｗ2） W1/2 以下で

均等配置 

Ｗ1 

Ｗ2 

敷地 

道路 

W2/2 以下で

均等配置 
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 (2)行き止まり道路等、特殊な敷地の場合の算定位置の設定 

 

【 内  容 】 

・敷地が行き止まり道路の終端に接する場合、前面道路の反対側の境界線上に配置するとともに、

道路境界線からの水平距離Ｗの線を前面道路の反対側の境界線とみなす「みなし道路」を設定し、

みなし道路上に算定位置を配置する。 

 

図５ 行き止まり道路（両側敷地あり）における算定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（算定位置の配置） 

・P1～P6 の間で W/2 以内の間隔に均等配置 

・P7～P10 の間で W/2 以内の間隔に均等配置 

・P11～P13 の間で W/2 以内の間隔に均等配置 

 

図６ 行き止まり道路（両側敷地なし）における算定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（算定位置の配置） 

・P1～P3 の間で W/2 以内の間隔に均等配置 

 

敷 地 

Ｗ 

Ｗ 
前 面 道 路 

P1

P2

P3

P4

P9

P1 2P1 3

P8 

P1 1 

P5

P6 P7 

P 10 

Ｗ P 1 
P2 P3 

P4 P 5 
P6

敷 地 

P 1 P2 P 3 

Ｗ 

Ｗ 
前 面 道 路 

P 3 
P 2 

P 1 

W 

W 
前 面 道 路 
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【 解  説 】 

・従来運用で行われてきた算定位置の「回り込み処理」による配置を行わない。 

・上記方針の理由は、回り込み処理により算定位置が道路内に配置されてしまうことや、算定位置

が令135条の９第１号に規定する「前面道路の反対側の境界線」より近づいてしまうためである。 

・「みなし道路」については法文上の「前面道路の反対側の境界線上」に算定位置が位置していな

いが、ここに配置しない場合、図６では算定位置が存在しないこととなるため、みなし道路に算

定位置を配置する。 

 

 

 

【 関連例規等 】 

・建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行について 

（平成 14年 12 月 27 日 国住街発第 110 号） 

 



47 

２．道路における複数地盤の適合建築物と算定位置の考え方（1-2 1.積み残し検討課題 ②関連） 

（１）複数地盤における道路に係る天空率の問題点 

 

 
・道路における天空率処理において、敷地内に３ｍを超える地盤が複数存在する場合の天空率の処理

法が明確に記述されていない。なお、隣地においては地盤毎に適合領域および算定線を発生し処理

する旨が明記されている（令 135 条の７第３項）。 
・適合領域においては、隣地同様に地盤毎に作成するのか、まとめるのか。 
・算定線においては、３ｍ以上の高低差を有する場合、道路面からの高低差も（H-1)/2 の緩和を受

ける為に算定線が複数存在する事になる。 
 
（２）対処方法（試案）         図 1-5-38 

  
 
１）適合建築物 

・道路高さ制限適合建築物の「道路制限勾配が異なる地域等」の場合のみ、その区分毎に適合建築物

を作成する。この場合道路制限勾配は同一の為、図 1-5-38 に示すように、区域区分を行わずに道路

高さ制限に適合する建築物を想定した。 
 

図 1-5-37 
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２）算定位置の配置 

・この場合、地盤１ｍの位置からの道路中心高さは１ｍとなり緩和の対象になく１ｍ下がった算定位

置となる。 
・後方の道路中心より４ｍ地盤が上がる場合、道路面はその地盤より（４－１）／２=1.5m の緩和

をうける。その為算定位置が１．５ｍ緩和された位置となり０ｍの位置と合わせて２本の算定線が

存在する事になる。 
・算定線に関して複数の算定位置を否定する条文がない事と、令１３２条の区分においても狭い道路

側には複数の線分が発生する事から、この様な処理法とした。 
 
【参考】令 135 条の６（道路）と７（隣地）との比較 
 
（前面道路との関係についての建築物の各部分の高さの制限を適用しない建築物の基準等）  

第 135 条の 6  法第五十六条第七項 の政令で定める基準で同項第一号 に掲げる規定を適用しない建築物に

係るものは、次のとおりとする。  
一 、二（略）  
２ 当該建築物の敷地が、道路高さ制限による高さの限度として水平距離に乗ずべき数値が異なる地域、地区

又は区域（以下この章において「道路制限勾配が異なる地域等」という。）にわたる場合における前項第一号

の規定の適用については、同号中「限る。）」とあるのは「限る。）の道路制限勾配が異なる地域等ごとの部分」

と、「という。）の」とあるのは「という。）の道路制限勾配が異なる地域等ごとの部分の」とする。  
３（略） 

（隣地との関係についての建築物の各部分の高さの制限を適用しない建築物の基準等）  
第 135 条の 7  法第五十六条第七項 の政令で定める基準で同項第二号 に掲げる規定を適用しない建築物に

係るものは、次のとおりとする。  
一,二（略）  
２ 当該建築物の敷地が、隣地高さ制限による高さの限度として水平距離に乗ずべき数値が異なる地域、地区

又は区域（以下この章において「隣地制限勾配が異なる地域等」という。）にわたる場合における前項第一

号の規定の適用については、同号中「限る。）」とあるのは「限る。）の隣地制限勾配が異なる地域等ごとの部

分」と、「という。）の」とあるのは「という。）の隣地制限勾配が異なる地域等ごとの部分の」とする。  
３ 当該建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が三メートルを超える場合における第一項第一号の規定

の適用については、同号中「限る。）」とあるのは「限る。）の周囲の地面と接する位置の高低差が三メート

ル以内となるようにその敷地を区分した区域（以下この章において「高低差区分区域」という。）ごとの部

分」と、「地盤面」とあるのは「高低差区分区域ごとの地盤面」と、「という。）の」とあるのは「という。）

の高低差区分区域ごとの部分の」とする。 
 
 

以上のような検討を踏まえ、運用指針集に「高低差がある場合」の項を設け、掲載することとした。 
（一部抜粋・次ページ参照） 
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(1)敷地内に高低差がある場合 

① 道路高さ制限（道路境界線）の取扱い 

【 内  容 】 

・区域区分を行わずに道路高さ制限に適合する建築物を設定する。 

・道路高さ制限適合建築物の「道路制限勾配が異なる地域等」の場合のみその区分毎に適合建築物を

作成する。この場合道路制限勾配は同一の為、区域区分は行わない。 

・算定線においては、３ｍ以上の高低差を有する場合道路面からの高低差も（H-1)/2 の緩和を受ける

為に算定線が複数存在する事になる。 

（以上、図１） 

 

【 解  説 】 

・道路における天空率処理において、敷地内に３ｍを超える地盤が複数存在する場合の天空率の処理

法が明確に記述されていない。なお、隣地においては地盤毎に適合領域および算定線を発生し処理

する旨が明記されている（令 135 条の７第３項）。 

・この場合、道路に面する敷地のように道路中心と地盤が同じ高さ場合は緩和の対象にない。一方、

奥の敷地のように道路中心より３ｍ地盤が上がる場合、道路面はその地盤より（３－１）／２=１ｍ 

の緩和をうける。その為算定位置が1.5ｍ緩和された位置となり、合わせて２本の算定線が存在する

事になる。 

・算定位置に関して複数の算定位置を否定する条文がない事から、この様な処理となる。 

 
図１ 敷地の状況（奥の敷地は道路中心から３ｍ高い位置にある） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 区域は一体で審査するが、地盤面ごとに分解すると、図のようになっている。 

＝ ＋  

集団規定   

天空率 

天空率 

高低差がある場合 

法第56条第７項 令第135条の10、令第135条の６、令第135条の７、令第135条の８、令第135条の９、令第135
条の10、令第135条の11 

道路 

敷 地 

＋３ ±０ 

1m G.L 
道路 

＋３ 

±０ 
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１－６ 「その他検討事項」に係る検討２：法解釈上の見解の提示 

ここでは、天空率規制における見解が明示されていないために現場での運用に差異が生じている

事項について、改めて見解を提示するものである。 
 

１．２以上の前面道路がある場合の令 132 条の区域区分（1-2 1.積み残し検討課題 ①関連） 

（１）４方を道路に囲まれている敷地の区域区分 

・狭い道路側からの２Ａ処理は、行わない → 一体の区域とする（図 1-6-1） 

・令 132 条の規定は、常に広い道路側から「幅員の２倍かつ 35m」の区域を設定する。図 1-6-1では、

道路Ｄにおいては、まず初めに２Ｂ,２Ｃで区分される区域を設定し、残る区域を「幅員Ｃ適用区

域」として設定する。 

・図 1-6-1 のような狭い道路側からの「２Ｃ」のような区域区分は行わない。 

 

図 1-6-1 ４方道路における区域区分 

  
 

（２）２方向道路における広幅員道路からの区域区分について 

・広幅員側からの区域区分については、行わない（図 1-6-2） 

・令 132 条第１項は、「２Ａかつ 35m 以内」及び「狭い道路側からの中心から 10ｍをこえる」区

域に幅員の最大な前面道路幅員を設定する条文である。よって、広幅員道路 Wa 側の審査において、

狭い幅員の影響を考慮する必要はなく、区域区分を行う必要はない。 
図 1-6-2 ２方向道路における区域区分について 

  

それぞれ一体処理する 

（幅員Ｂ,Ｄの幅員を適用） 

図のような、広幅員

側からの区域区分

は行わない（左図の

みの区域で正しい） 
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２．天空率の算定対象となる建築物の範囲（1-2 1.積み残し検討課題 ③関連） 

・高架水槽等の建築設備は天空率算定の対象とする。 

・看板等の工作物は天空率算定の対象にはならない。 

・屋上に設けられる建築物扱いされない看板等の工作物は、建築物ではないため、天空率算定の対象

外とする。 

（理由） 

・令第 135 条の６第１項第１号中「当該建築物（法第 56 条第７項第１号に掲げる規定による高さの制

限が適用される部分に限る。）」は、道路高さ制限の適用距離内についてのみ高さ制限適合建築物を想

定することを明らかにしたものであり、計画建築物については階段室等を含めて天空率を算定・比較

することになる。 

・この場合、階段室等の高さは「当該建築物の高さに算入しない」とされているに過ぎず、階段室等に

ついても高さ制限の対象とされている。また、令第 135 条の９第１項本文は、道路高さ制限との整合

をとるため、天空率の算定位置の高さを「前面道路の路面の中心の高さ」と定めたものである。 

 

 

１－７ 「その他検討事項」に係る検討３：今後の検討課題 

１．法解釈上の問題点 

（１）２Ａかつ 35ｍの区域区分について（1-2 1.積み残し検討課題 ①関連） 

運用指針集「入り隅敷地等の区域の設定」の項には、入り隅敷地を事例とした区域区分を掲載し

ているが、分かりやすい説明としては出隅敷地での例示が相応しいので、市街地部会報告書に、課

題として掲載する。 

 

・運用指針集には、入り隅敷地における図 1-7-1 と図 1-7-3 を併記する形とした 
・出隅敷地の場合、円弧状処理（図 1-7-1）と、道路から垂直処理（２案：図 1-7-2,図 1-7-3）との

主に３通りの運用が見受けられるが、その運用は特定行政庁ごと分かれている状況である。 
 

図 1-7-1 円弧状処理       図 1-7-2 狭い道路に垂直      図 1-7-3 広い道路に垂直 

     
 

（参考）特定行政庁によっては、交差角 120°を境に運用を分けている場合もある。 

 

２Ａを 

超える 
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【得失比較】 

 

・図 1-7-2 では赤い円弧部分が２Ａを超えるため法文に違反する、という意見がある 

・図 1-7-3 では狭幅員道路がさらに右側に傾斜した場合、下記図 1-7-4・右のように 10ｍ区分

の領域が確保されないという指摘がある 

 

図 1-7-4 図 1-7-1，図 1-7-3 で狭い道路がさらに右に傾斜した場合の比較（左：図 1-7-1、右：図 1-7-3） 

 

 

 

（２）両端の隣地境界線が広がる場合の算定位置の配置 

 

運用指針集「道路と敷地の間に他人地がある場合」の項においては、「街区の形態を整えるため、

また、形式的な敷地分割による脱法的行為を防ぐため」道路高さ制限の適用距離までとする図 1-7-5

で掲載する方針となった。しかし、現状では、隣地またぎの道路高さ制限の適用には特定行政庁の

運用が分かれていることや、法文解釈によっては「前面道路に接する範囲まで」とする図 1-7-6 も

妥当性があるため、今後の検討課題となっている。 

 

・基本案として、適用距離までとする（図 1-7-5） 

・敷地が前面道路に接する範囲まで（図 1-7-6） 
 

図1-7-5 基本的な適合建築物の状態     図 1-7-6 前面道路に接する範囲までとした場合 

（隣地越えの道路斜線による） 
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（３）北側に道路がある場合の天空率の適用 

・国へ照会を行ったが、過年度と同様「適用できない」との回答をいただき、運用指針集への掲載は

見送られた。今後も、法制度上の観点を含めた天空率規制のより合理的な活用のあり方等について

検討を進める必要があることから、課題として挙げておくこととなった。 
図 1-7-7 全て隣地境界線扱いとして算定する案 

 
・図 1-7-7 のような解釈で適用できないか［下記技術的助言の解釈について］ 
 
（参考）建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行について（H14.12.27 国住街第 110 号） 

第１ １(2)天空率の算定位置（法第 56 条第 7 項第 3 号、令第 135 条の 11 関係） 
算定位置の配置については、以下の点に留意すること 
② 令第 135 条の４第１項第１号※1の規定が適用される場合の天空率の算定位置は、北側基準

線※2上に配置することとされており、同号の規定によりみなされる隣地境界線の真北方向へ

の水平距離が４ｍ又は８ｍだけ外側の扇状に配置するのではないこと。 
※1：北側の前面道路の反対側に水面等がある場合の緩和措置（水面等の幅の 1/2 緩和） 
※2：隣地境界線と法第 56 条第 7 項第 3 号に規定する外側の線 

 

（問題点） 

“北面に道路が接している場合、天空率は利用できない” 

これは、法文に「前面道路の反対側の境界線から真北方向への水平距離」との規定が無いことから、

天空率の算定位置を配置できないということだが、逆に「北面に道路が接している場合は天空率制度

は利用できない」との規定も無く、何らかの形で利用可能とするべきと考える。 

図 1-7-8  

JCBA による修正案 

（H17 年度・不採用） 

北側に道路がある側の算

定位置は、２案で検証 
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■北面道路における北側斜線天空率算定の問題点 

法文からは、算定位置の規定がされていないことが大きな問題点となるが、実務レベルから見る

と、実は適合建築物のあり方も大きな問題点があると考える。 

   
 

■前面道路への真北の振れが微細な場合（10 度を事例として） 

道路境界線への真北のふれが微細になればなるほど、適合建築物を前面道路の緩和分を考慮する

ことにより、天空率の値が小さくなり、極端な高さ（緩和）が利用可能となってしまう。 

 

図 1-7-9 図 1-7-8 の適合建築物と天空図 

この突出部があることで適合

建築物の天空率の値が小さく

なる 

※算定位置を変えたとしても

この影響は変わらない 

図 1-7-10 

真北の振れが

10度の場合 
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（４）一の道路とみなす基準 

道路や敷地が屈曲しているような場合、どこまでを一の道路とみなすかによって区域区分に大き

な影響を及ぼす。明確な基準はなく、特定行政庁の運用も分かれているところであり、一定の見解

を見出すべく検討を行ったが、結論に至らなかった。以下に試案を示す。 

① 複数の連続した道路の取扱い 

■複数の連続した敷地境界線の前面道路を一つの道路と見なしてよい場合の基準 

 

隣接する道路境界線の角度が１２０度以上であり、一つの道路と見なす前面道路群の両端

の道路の成す角が１２０度以上の場合。 

 

（理由）１２０度を一の道路と見なす場合の基準とする論拠は、多くの自治体の条例で、 

    「１２０度」が、すみ切りが必要な道路の交差角度の基準になっているため。 
 

□隣接する道路境界線のなす角度が１２０度以上の場合（図 1-7-11） 

 →一の道路として天空率を算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

□隣接する道路境界線のなす角度に１２０度未満の点がある場合（図 1-7-12） 

 →そこで分けて天空率を算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□一の道路と見なした範囲の両端の道路境界線がなす角度が１２０度未満の場合（図 1-7-13） 

 →両端の道路境界線がなす角度が１２０度以上になるように分けて天空率を算定。 
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■複数の連続した敷地境界線の前面道路を一の道路と見なした場合 

 

一の道路と見なした道路群の道路幅は、その道路群に含まれる道路幅のうち最小のものとする。 

 

□道路幅が６ｍから１０ｍまで変化する場合の適合建築物（図 1-7-14） 

 ・道路幅は道路中心線に直交する方向に左右振り分け。（法第 42 条に鑑みて） 

 ・算定位置は本来の道路の反対側の道路境界線上に設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 複数の連続した隣地境界線の取扱い 

■複数の連続した敷地境界線を一の敷地境界線と見なしてよい場合の基準 

 

隣接する敷地境界線のなす角度が１２０度以上の場合。 

（入り隅部を分割して考えるのなら、１２０度以上２４０度以下とすべきではないか） 

 ※隣地斜線の場合、１２０度を基準とする論拠に乏しいのではないか 

 

□隣接する隣地境界線のなす角度が１２０度以上２４０度以下の場合（図 1-7-15） 

 →一の敷地境界線として天空率を算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□一つの敷地境界線と見なせない場合の事例は道路境界線の場合に準拠する（図 1-7-16） 

 ただし、入り隅をなす敷地境界線のなす角度が２４０度を越える場合も一の敷地境界線とは

見なさない。 

 

 

 

 

 

6m 

10m 

6m 

8m 
適用範囲 
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２．審査上の問題点（合理化の観点等） 
 

（１）斜線制限をクリアしている境界線に係る審査の合理化（1-2 1.積み残し検討課題 ⑤関連） 

（問題点） 
・仕様規定を満たす境界線については、天空率規制の適用においても一定の市街地環境を確保して

いると判断できることから、審査を簡略化できないかという意見や、ある一辺のみ従来の斜線制

限を越えるがために、全ての同種境界線からの算定結果を算出しなければならないのは、無駄で

はないかとの意見が挙げられた。 
（結論） 
・あくまで法文通りであり、仕様規定を満たす境界線のみを審査の対象外とすることはできないと

の結論に至った。 
（今後の課題） 

・審査側としては、法で規定されている事項を運用で認める事は難しく、簡略化を認めることを検

討するにあたっては、技術的助言もしくは法改正等での対応が必要となる。 

 

（２）全ての算定位置の天空図の必要性（施行規則では「天空率」の提示でよい） 

（1-2 1.積み残し検討課題 ⑥関連） 

（問題点） 
・東京都方式と呼ばれる審査基準が出された時に、算定区域毎の天空図一覧の提出を出力例として

取り上げられたことで、現在でも全算定ポイントの天空図が申請図書として必要とされているよ

うだ。特にサイズ（直径）も決まっていない天空図（図から詳細を読み取ることは実質的に不可

能）を出す必要があるか。 
（結論） 

・審査において、設計側に審査側から施行規則に定める以外の書類を求められる場面も想定される

が、審査の安全上の観点から要求が過大なものでない限りやむを得ない。 
（今後の課題） 
・現行の施行規則では、「近接点」での天空図（半径 10cm）の提示が規定されており、全ての算定

位置での天空図の提示が設計側に過度な負担となっていないかを検討し、必要であれば、審査を

簡略化しても問題ない旨を市街地部会から周知することも考えられる。 
 
３．天空率ソフトウェア間の誤差を小さくするために必要な事項 
 

（１）プログラム上の算出方法の統一について（1-2 1.積み残し検討課題 ⑪関連） 

平成１９年度報告書において、「精算法等による算出方法の統一」が最良の方法と結論付けた。

今年度は、運用指針集の出版を踏まえ、運用面での統一的基準に議論を集中したこともあり、ソフ

トウェアの使用にまで議論が及ばなかった。次年度は、検討の必要性も考慮しながら、検討テーマ

として取り上げるかどうか判断する。 
 
（２）天空率算出に係るプログラムの共有化（1-2 1.積み残し検討課題 ⑫関連） 

平成１９年度報告書において、「算出方法を統一する意味で、共有のライブラリ（可能であれば、

認定仕様）を作成すべき」と結論付けた。また、算出結果について何十パターンか用意し、正解を

示すとの提言も行った。現状ではソフトウェアの認定等は難しい中で、次年度は、以上のような方

向性について必要があれば、ベンダーも交えた検討を行う。 
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１－８ 天空率規制に係るＱ＆Ａについて  

 
平成 14,15,18 年度にわたり積み上げてきたＱ＆Ａについて、さらに今年度も追加・更新を行い運

用等の疑問点の解消に資することとし検討を行った。今年度は、（仮称）総則・集団規定運用指針集

の出版にあたり過年度のＱ＆Ａについて見直しを図り、以下のように検討内容を反映させた。 
 

（１）意見集約のできた項目については、運用指針集への掲載とした。 

 
・特殊敷地における適合建築物 ・入り隅敷地等の区域の設定 

・隅切り ・算定位置（１,２） 

・高低差がある場合 ・安全率 

 

 

（２）運用指針集への掲載は行わなかったが、意見集約のできた項目は、本報告書に方針を掲載した。 

 
・２以上の前面道路がある場合の令 132 条の区域区分 

・天空率の算定対象となる建築物の範囲  

 

 

（３）意見集約のできなかった項目については、「今後の課題」として本報告書に整理した。 

 
・２Ａかつ 35ｍの区域区分について 

・両端の隣地境界線が広がる場合の算定位置の配置 

・北側に道路がある場合の天空率の適用 ・一の道路とみなす基準 

・斜線制限をクリアしている境界線に係る審査の合理化 

・全ての算定位置の天空図の必要性 

・プログラム上の算出方法の統一について 

・天空率算出に係るプログラムの共有化 

 
 
 以上のように、今年度はＱ＆Ａの形を取らなかったが、運用指針集の内容も含めて、過年度Ｑ＆Ａ

の見直し・更新を図ることができた。 
次年度は、必要があれば改めてＱ＆Ａの形式で天空率規制の運用に係る問題を整理することもあり

得るし、上記以外の項目の追加も考えられる。 
 
 


